
更生保護施設の取組
更生保護法人全国更生保護法人連盟

事務局長 稲葉 保
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第３回住宅確保要配慮者に対する居住支援機能等のあり方に関する検討会

資料６



０．全国更生保護法人連盟とは

• 犯罪をした人や非行のある少年が、地域の中で再出発していくため
には、「適切な居場所」、「活躍の場」、「地域社会の理解と支え」が
不可欠

• 全国には、再出発しようとする人たちを支える更生保護事業者が
存在

• 全国更生保護法人連盟は、全国の更生保護事業者に対する連絡
調整、助成、職員に対する研修、情報提供、顕彰などを通じてその
活動をサポートする全国団体
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０．全国更生保護法人連盟とは
• 更生保護事業者とは…
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「更生保護事業法」に基づき、犯罪をした人や非行のある少年など再出発を目
指す人たちの改善更生・社会復帰を支える活動に取り組む民間の事業者。
継続保護事業者、一時保護事業者、連絡助成事業者の３種類。

現に更生保護施設
に入所していない者
に対し、通所又は訪
問による相談支援
や、金品の給与など
を実施
【全国150事業者】

犯罪をした者等を
「更生保護施設」で
一時的な宿泊場所
を提供するとともに、
必要な生活指導な
どを実施
【全国101事業者】

継続保護事業・一
時保護事業に対す
る助成、連絡・調
整、啓発などを実施
【全国67事業者】

連絡助成事業

一時保護事業継続保護事業



０．全国更生保護法人連盟とは
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更生保護法人 非更生保護法人 （合計）

継続保護事業を営む 1 1 2

連絡助成事業を営む 15 1 16

一時保護事業を営む 1 - 1

継続保護事業及び一時保護事業を営む 96 2 98

連絡助成事業及び一時保護事業を営む 50 - 50

すべてを営む 1 - 1

（合計） 164 4 168

（令和５年１月１日現在）

・全国の更生保護事業者の状況等



継続保護事業 一時保護事業 連絡助成事業

宿泊型保護事業 通所・訪問型保護事業 地域連携・助成事業

💡 通所や訪問により継続的な支援

を実施することを明記

💡 想定される事業内容を例示列挙

・ 地域の連携協力体制の整備
・ 更生保護活動への地域住民の
参加の促進
・ 人材の確保、養成及び研修
・ 啓発、連絡、調整又は助成

更生保護事業法の改正
• 令和４年６月に成立した「刑法等の一部を改正する法律」により、更
生保護事業法の一部改正が令和５年１２月に施行

• 改正後は、更生保護事業の名称を変更するとともに、事業を一層明
確化している。

【改正後の主な内容】

💡 宿泊型保護事業と通所・訪問型保護事業に「特定の犯罪的傾向を改善するた

めの援助」などを追加

法改正により更生保護事業の一層の推進が期待されている
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１．更生保護とは

• 更生保護は、犯罪をした人や非行のある少年を社会の中で適切に
処遇することにより、その再犯を防ぎ、非行をなくし、これらの人たちが
自立し改善更生することを助けることで、社会を保護し、個人と公共
の福祉を増進しようとする活動

• 「犯罪や非行のない誰もが暮らしやすい社会」、「新たな被害を生ま
ない社会」につながる
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第７３回“社会を明るくする運動”広報用ポスター



１．更生保護とは

• 官（法務省）と民間（保護司、更生保護施設ほか）との
連携・協働によって行われる

① 生活環境の調整

② 仮釈放・仮退院等

③ 保護観察

④ 更生緊急保護
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※ 他にも令和5年12月に施行される改正更生保護法において、「刑
執行終了者に対する援助」や「更生保護に関する地域援助」が新た
に明記



①生活環境の調整
• 矯正施設に収容されている人の釈放後の住居や就業先などの帰住環境を調査し、
改善更生と社会復帰にふさわしい生活環境を整えることによって、円滑な社会復帰
を目指す手続

8



②仮釈放・仮退院等
• 矯正施設に収容されている人を収容期間満了前に仮に釈放して更生の機会を与え、
円滑な社会復帰を図ることを目的とした制度

• 刑事施設等からの仮釈放、少年院からの仮退院等がある（仮釈放などの期間中は
保護観察に付される）
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③保護観察
• 犯罪をした人又は非行のある少年が、実社会の中でその健全な一員として更生する
ように、国の責任において指導監督及び補導援護を行うもの

• 保護観察処分少年、少年院仮退院者、仮釈放者、保護観察付執行猶予者 及
び婦人補導院仮退院者の計５種の人が対象

保護観察の流れ・方法
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④更生緊急保護
• 保護観察に付されている人や刑事上の手続等による身体の拘束を解かれた人で、
援助や保護が必要な場合には、下の図のような措置を受けることができる
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再犯防止のためには、出所者等の「住居」の確保が不可欠

前刑出所時に帰るべき場所が
なかった者の再犯期間

帰るべき場所がなかった者の

約６割が１年未満で再犯

満期釈放者の帰住先

帰るべき場所がない者が

約3,000人存在

0% 50% 100%

あり
3,832人

なし
2,844人

（出典：令和３年矯正統計年報）

（出典：平成21年犯罪白書）

24% 15% 18% 43%

0% 50% 100%

3月未満 6月未満 1年未満 1年以上

24.6％

帰るべき場所がない
刑務所出所者

14.2％

約1.7倍

更生保護施設等への
仮釈放者

（出典：法務省調べ）

住居の有無別の刑務所出所者
の２年以内再入率
（令和３年出所者）

住居確保の必要性
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２．更生保護施設とは

• 刑事施設から釈放された人や保護観察中の人などで、身寄りがない
ことや、現在住んでいるところでは更生が妨げられるおそれがあるなどの
理由で、直ちに自立更生することが困難な人たちに対して、一定期
間、宿泊場所や食事を提供する民間の施設

• 刑事施設を釈放された人の約２割が一時的に帰住している

• 宿泊場所や食事の提供を行うだけでなく、保護している期間に生活
指導や職業補導、その他特性に応じた処遇などを行い、自立を援助
することで、その再犯・再非行の防止に貢献

更生保護施設の役割

24時間365日体制で、入所者の特
性に応じたきめ細かな処遇を実施
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処遇・支援の様子 地域に開かれた更生保護施設

コミュニケーション能力の向上
に取り組むワークの様子

薬物依存からの回復に向けた
グループミーティングの様子

地域の方々による
料理教室の様子

地域の方々との交流会
の様子

外観 食堂居室 浴室 洗濯場
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訪問支援
の様子

２．更生保護施設とは

更生保護施設での活動

更生保護施設の設備等



各都道府県に１施設以上設置

◆施設数 102施設
◆定 員 2,399人

男子施設

女子施設

男女施設87施設

7施設

8施設

全国
102施設

２．更生保護施設とは
更生保護施設の状況

51.4%

33.5%

3.0%

3.9% 8.2%
親族・配偶者

更生保護施設

雇主宅

単身居住

その他

• 刑事施設仮釈放者の３割以
上が更生保護施設に帰住

◆仮釈放者の帰住先割合（R３）

◆更生保護施設の配置状況
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職員体制など

◆経営主体

更生保護法人 99施設（98法人）
社会福祉法人 1施設（ 1法人）
ＮＰＯ法人 1施設（ 1法人）
一般社団法人 1施設（ 1法人）

２．更生保護施設とは

◆職員体制

常勤職員 ５名程度（平均）

施設長
補導主任
補導員
※一部の施設には、福祉・薬物・訪問支援の専門スタッフを配置

非常勤職員（調理員、宿日直職員等）を配置
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２．更生保護施設とは

• SST（社会生活技能訓練）、酒害・薬害教育等の特性に応じた多
様な指導や支援［特定補導］などを実施

• 全国77施設に福祉スタッフを配置し、高齢・障害者を受け入れるため
の取組を実施
※ 主に少年を受け入れる更生保護施設（３施設）にも福祉スタッフを配置し
少年処遇を充実

• 全国25施設に薬物専門スタッフを配置し、薬物依存からの回復に向け
た重点的な処遇を実施

• 全国11施設に訪問支援スタッフを配置し、更生保護施設退所者等に
対して訪問により生活相談等を行う取組［訪問支援事業］を開始

更生保護施設における処遇
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実施
時間

１

更 生 保 護 施 設 に お け る 特 定 補 導 の 実 施 に つ い て （Ｒ５年度～）

登録希望書
（＋調査シート）

登録完了連絡

登 録

委 託

委託措置実施報告書

保護観察所更生保護施設

委託書
（保護観察・更生緊急保護）

更生保護施設が行う多様な処遇のうち、内容や負担等に応じた４つの処遇について、国が更生保護施設に実施を委託できる新たな仕組みを導入

Ａ群
3,400円

Ｂ群
1,297円

Ｃ群
814円

Ｄ群
349円

認知行動療法等に基づ
き、特定の犯罪的傾向を
改善するための体系化さ
れた手順により対象者の
認知の偏りなどを修正
し、問題行動を変容させ
ることを内容とするもの

グループ・ミーティング
等の形式で実施され、薬
物、アルコール、ギャン
ブル等に対する依存から
の回復に向けた取組を実
施又は維持させることを
内容とするもの

社会生活技能訓練（ＳＳ
Ｔ）、就労セミナー、コ
ラージュ療法等、自立し
た生活を営む上で改善す
べき個別の課題や問題性
を解消するために個別的
に働き掛けることを内容
とするもの

社会奉仕活動、地域交流
活動等、自立した生活を
営む上で必要な集団にお
ける体験や機会を提供す
ることを内容とするもの

※各群いずれも「保護観察所の長が相当と認めたもの」であること

認知行動療法を理論的基
盤とし、特定の犯罪的傾向
を改善するための体系化
された手順によるもの

依存性薬物・アルコール・
ギャンブルなど、各種依存
の改善に資するもの

個々の社会適応性を向上
させるために必要な知識
や能力の習得に資する個
別的な働き掛けを前提と
するもの

自立した地域生活への円
滑な移行のために必要な
知識や能力の向上に資す
るもの

薬物依存回復プログラム
性犯罪防止プログラム
暴力防止プログラム など

依存からの回復に向けた
グループ・ミーティング
薬害教育、酒害教育 など

ＳＳＴ、就労支援セミナー、コ
ラージュ療法、法律相談会、医
療・年金相談会、長期刑中間
処遇における外出同行、薬物
中間処遇における自助グルー
プへの参加や就労・福祉に係
る支援調整 など

社会奉仕活動
地域交流活動 など

特定の犯罪的傾向を有し、
同種犯罪を反復するおそ
れのある者

各種依存が認められる者
社会適応上の課題を抱え
ていると認められる者

自立した地域生活への移
行に課題を抱えていると
認められる者

原則、保護局が指定する
研修を受講した更生保護
施設職員２人以上

更 生 保 護 施 設 職 員 １ 人 以 上

集団又は個別 集団

※原則、更生保護施設内

集団又は個別 集団

※原則、更生保護施設内又は
更生保護施設外の地域社会

１回当たり
おおむね９０分

１ 回 当 た り お お む ね 6 ０ 分

定義

処遇
内容

該当
処遇

対象者

実施者

実施
形式

更生保護施設
保護観察所

２

登録希望内容が
特定補導に該当
するか確認

通所可能な者入所中の者

委託対象

保護観察対象者
又は

更生緊急保護対象者

うち特定補導実施施設に
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更生保護施設退所後の住まいの確保

• 更生保護施設での在所（入所）期間は、平均約80日
• この間に、施設退所後の住まいや就労先、利用する福祉サービス等を確保し、
退所の日を迎えられるよう必要な調整・支援を行う

親族・縁故者

12.5%

知人・友人

6.2%

借家

34.6%
就労先

16.6%

社会福祉施設

6.8%

その他

12.3%

不明

11.0%

更生保護施設からの退所先（R３年度）

（退所人員 5,271人）

19



更生保護施設退所後の住まいの確保

ケース１ 社会福祉施設との連携

 刑務所から仮釈放となり更生保護施設に帰住したが、心身の不調のた
め、就労よりも治療を優先することとし、精神科への通院を継続

 更生保護施設退所後のグループホーム入所や、障害福祉サービスの利用
に向けて、更生保護施設の福祉スタッフが中心となり、関係機関・団体等と
のケア会議を開催するなど、必要な調整を実施

 更生保護施設在所期間中に、グループホームの調整ができたため、
期間満了とともに更生保護施設を退所してグループホームでの生活に移行

 現在は、生活保護を受給しながら、グループホームで落ち着いた生活を
送っている

 本人から更生保護施設に定期的に電話があり、施設職員が相談に乗り、
アドバイスをするなどしている
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更生保護施設退所後の住まいの確保

ケース２ 居住支援法人との連携

 更生保護施設入所中から居住支援法人にかかわってもらい、不動産屋
への同行をはじめとした支援を実施

 居住支援法人が、本人の強み（穏やかな性格である、働く意欲と社会
性がある…など）を、大家さんに説明してくれるなど、親身になって話を聴
き、根気よく支援を実施してくれた

 一度、決まりかけていた賃貸住宅への入居がダメになってしまったが、
居住支援法人が「次、頑張ろう」と寄り添ってくれたことで、本人の気持ちも
持ち直し、その後、別の比較的低廉な家賃の賃貸住宅への入居が決定

 並行して、更生保護施設が、協力雇用主と協力するなどして本人の就
労支援を行い、社会福祉法人の職員として就労が決定

 本人はまもなく更生保護施設を退所し、賃貸住宅に転居予定であり、
「退所後も時々顔を出します。」と更生保護施設職員に話している
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更生保護施設退所後の“息の長い支援”

フォローアップ事業

○ 平成２９年度～

○ 更生保護施設退所者に、元々入所していた更生保護施設に通所してもらい、
必要な生活相談などを行う

訪問支援事業

○ 令和３年10月～（全国11施設で開始）

○ 従来の通所型ではなく、更生保護施設退
所者等の自宅などを更生保護施設職員
（訪問支援の専門スタッフ）が訪問し、
必要な生活相談などのほか、関係機関等
とのケア会議や同行支援も行う 更生保護施設職員

（訪問支援職員）

更生保護施設
更生保護施設
退所者等

・日常生活に関する相談
・就労支援
・金銭管理指導

・福祉関係団体等とのケア会議
・行政サービスの利用援助
・関係機関等への同行支援

･･･等

定期的な訪問による生活相談支援等
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ケース１ 単身生活への円滑な移行に向けた支援

 更生保護施設退所後、生活保護を受けながら福祉施設で生活

 単身生活に円滑に移行するため、訪問支援を開始

 単身生活後の変化への不安から精神的に不安定な状態となったため、月
3回の頻度で訪問し、浪費しないように生活するための金銭管理等の助言
や支援を実施

 あわせて単身生活後に本人に必要な支援・福祉サービスが受けられるよう
に、医療機関や福祉関係機関等への同行支援を実施

 単身生活移行後も、住民票の異動手続や医療機関受診に同行するとと
もに、本人の生活への相談に応じて不安軽減を図った

 また、従前から利用手続を進めていた福祉団体と今後の支援体制につい
てのケア会議を実施するなどして、訪問支援終了後の支援体制の構築に努
めた
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更生保護施設退所後の“息の長い支援”



ケース２ 薬物やアルコールの依存の課題を抱える者への支援

 更生保護施設在所中から心情が不安定であり、地域定着のために継続
的な支援が必要だと判断し訪問支援を実施

 更生保護施設退所後は、問題飲酒による浪費がみられたため、就労先の
社長と協力して本人の金銭管理を実施

 時折、精神的に不安定となり、本人から離職の意向が示されたが、訪問
支援による定期的な相談に応じるとともに、就労を中心とした生活を送るよ
うに粘り強く働きかけたことから、就労は継続することできた

 その後も、新型コロナウイルスによる生活の変化により精神的な不安定とな
り、問題飲酒や対人トラブルが起きたものの、その都度、親身になって相談に
応じ、大きなトラブルは未然に防止し、再犯なく生活を継続
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更生保護施設退所後の“息の長い支援”
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• 更生保護施設は刑務所出所者等の一時的な帰住先であり、施設
退所後に地域において自立した生活を送れるようにすることが重要

• 保護観察所において居住支援法人と連携した個別ケースのうち、約5
割が更生保護施設入所中のケースであり、更生保護施設にとって居
住支援法人との連携は重要

• 更には、更生保護施設はフォローアップ事業や訪問支援事業により、
更生保護施設退所後の見守り支援を実施している
→ 居住支援法人のような役割を担うことが可能

• 更生保護施設を運営する法人が別の法人を立ち上げ、居住支援法
人としての指定を受けている例もある



「誰一人取り残さない社会」を

更生保護施設は、社会復帰のきっかけとなる一時的な場所、入所当初から退所

後の自立した生活を目指して、支援。

更生保護施設から一足飛びに一般の民間賃貸住宅への転居はハードルが高く、ゆ

るやかな支援や見守りのある 「居場所」 が極めて重要。

居住支援法人を始め、住み込み就労先、自立準備ホーム等、本人の特性や状況

にあった 「居場所」 を調整し、更生保護施設退所後の社会復帰を促進。

今後は、更生保護施設が居住支援法人となることや家主の方、物件を管理されて

いる不動産業者の方の負担を軽減するため、更生保護施設が見守りや相談支援を

担うことで、刑務所出所者を含む住宅確保要配慮者の住居確保を始めとする社会

復帰や生活の安定を促進したい。

→ ただし、運営基盤が脆弱な更生保護施設は、自己資金でこうした役割を担

うことが困難であるため、国からの補助などが必要
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「誰一人取り残さない社会」を

自立更生と社会復帰を助け、再犯や再非行を防い

で新たな被害者を生まないことにより、安全・安心な

社会づくりに寄与する更生保護事業に、より多くの

方々の御理解と御支援を賜りますようお願い申し上

げます。
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